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第2章 防災協力の実際第2章

タイの洪水で大活躍した日本の排水ポンプ車
（写真：JICA）

　開発努力を一瞬にして無にし得る自然災害に対し
て、適切に対処できる強

きょうじん
靱な社会を構築し、そのため

に、各国の施策において防災の主流化を促進していく
ことは、日本の国際協力における重要な柱の一つとい
えます。中でも、世界の自然災害による死者数・被災者
数の9割以上を占めるともいわれるアジア地域におけ
る防災の主流化は特に重要です。
　日本は、防災分野における協力を日・ASEAN協力の
最重要課題の一つとして位置付け、これまで様々な支
援を実施してきました。特に、2011年3月の東日本
大震災後にASEAN諸国から日本に対して迅速かつ多

大な支援が行われたことも踏まえ、日本は今後、
ASEAN諸国に対する防災分野での協力をより一層強
化していく考えです。
　2011年7月の日・ASEAN外相会議では、日本から
「ASEAN防災ネットワーク構築構想」が提案されまし
た。この構想は、東日本大震災、阪神・淡路大震災、イ
ンドネシア・スマトラ沖地震等で得られた防災の知識
や、日本の防災・環境分野における先進的な取組を、
ASEAN地域で活かすことを目的とするものです。ス
マトラ沖地震で明らかになった地震・津波の広域的被
害、気候変動の影響により多発化・激甚化する台風被

ASEANに対する協力第1節
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第２章　防災協力の実際
第１節 ASEAN に対する協力

害の広域化を踏ま
え、ASEAN地域を
一体としてとらえ
た防災ネットワー
クの構築を目指し
ています。具体的
には、A

ア ハ
HAセンター

（ASEAN防災人道支援調整センター）〔注3〕の能力強化
を支援するとともに、ASEAN各国に対して二国間の
協力も行います。また、災害対策のための知識や経験、
情報を共有することで、「宇宙から僻

へきち
地」に至るネット

ワーク強化の取組を行います。
　AHAセンターは、2011年11月の第
19回ASEAN首脳会議において設立協定
が結ばれ、インドネシア（ジャカルタ）に
設立されました。AHAセンターには、
ASEAN地域の防災拠点としての機能が
想定されており、平時には、ASEAN域内
の災害時のリスク評価を行うとともに、
継続的にASEAN域内の状況をモニター
すること、また、災害が発生した際は、
ASEAN各国と災害情報を共有し、緊急対
応の調整を行うことを中心的な役割とし
ています。
　日本は、日・ASEAN統合基金（JAIF）〔注4〕

の活用による、「AHAセンターの防災能
力の向上およびASEAN域内の災害情報
通信システムの構築」プロジェクトとし
て、AHAセンターが担うリスク特定とモ
ニタリング機能の整備のため、同セン
ターに対し通信関連機材を導入し、2011
年11月からICT専門家1名を派遣してい
ます。また、「災害発生時の緊急物資備蓄」
プロジェクトとして、迅速で効果的な災
害対応のため、緊急備蓄物資の提供と物
資の管理・輸送体制の構築のための支援
も行っています。また、AHAセンターが
地域防災拠点として十分機能するよう、
同センターの運営面についても支援して
います。さらに2012年8月には、AHA
センターおよびASEAN各国の防災関係

者を日本に招
しょうへい
聘し、防災に関する知見を共有するため

のワークショップを実施しました。
　ASEAN各国に対する二国間協力としては、専門家
派遣や研修等の技術協力のほか、ベトナムに対する円
借款「衛星情報の活用による災害・気候変動対策計画
（第1期）」など、災害対策のための様々な支援も行って
います。また、複数国にまたがる広域案件として、今後
は、AHAセンターやASEAN各国が衛星情報を活用し
たり、域内の産業集積地が災害に対処するための能力
を向上させ、その成果を域内全体で共有できるような
支援も行っていきます。

注3　AHAセンター（ASEAN防災人道支援調整センター）：ASEAN�Coordinating�Centre�for�Humanitarian�Assistance�on�Disaster�Management
注4　日・ASEAN統合基金�JAIF：Japan-ASEAN�Integration�Fund

災害情報をモニターするAHAセンター職員。AHAセンターに対し日本は日・ASEAN統合基金を活用して
ICT機材を整備した（写真：AHAセンター）

AHAセンター（写真：AHAセンター）
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　メコン地域では、2011年に例年を上回る降雨があ
り、7月下旬以降、タイ、ベトナム、カンボジアを中心
に広い範囲で洪水による被害が発生しました。これを
受けて、日本は、これらの国々に対して緊急支援を実
施しました。ここでは特に日本の報道でも大きく取り
上げられたタイのケースについてご紹介します。
　タイでは2011年7月下旬以降、北部、中部地方を
中心に洪水が発生していましたが、10月上旬から、
チャオプラヤ川に沿ってバンコク周辺でも大規模な洪
水が起こるようになりました。最終的にバンコク中心
部の冠水こそ免れたものの、洪水による犠牲者数は約
800人となり、被害総額は世界銀行の推定で約1.44
兆バーツ(約3兆6,000億円)に上りました。
　バンコク周辺には、数多くの日本企業が進出してい
ます。アユタヤ県を中心として多くの工業団地が存在
しており、そのうち7つの工業団地が冠水しましたが、
これにより、約450社の日系企業の工場を含め、多く
の工場が操業停止を余儀なくされました。洪水はタイ
経済に多大な損失を与えたのみならず、サプライ
チェーン（部品、部材等の供給網）の寸断によって日本
を含む世界経済にも大きな打撃を与えました。
　タイは、東日本大震災の際に迅速かつ多大な支援を
行ってくれた親日友好国です。また、日本企業にとっ
ては、生産拠点、サプライチェーンの要としてたいへん
重要な役割を担っています。こうしたタイとの関係を
踏まえて、日本はこの洪水被害に対して、様々な支援

を実施しました。具体的には、緊急段階において、テン
ト、浄水器、仮設トイレ等、2回にわたって合計5,500
万円相当の緊急物資援助の供与を行いました。加えて、
大型排水ポンプ等の購入のため、10億円を限度とした
緊急無償資金協力を行いました。また、バンコク周辺
において課題となっていた冠水地域の排水活動を行う
排水ポンプ車専門家チームや、地下鉄、上水道、空港と
いった重要施設に対して防水指導を行う専門家を、国
際緊急援助隊として派遣しました。特に、工業団地、教
育機関、住宅地での効率的な排水活動は、タイ国内で
大きな注目を集めました（詳しくは43ページ参照）。
　さらに、洪水後の復興および洪水被害の再発防止の
観点から、中長期的な洪水対策のマスタープラン策定
を支援する「チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェク
ト」を実施しています。このプロジェクトの成果の一
部は、タイ政府が2012年1月に発表したチャオプラ
ヤ川洪水対策マスタープランに反映されています。
　これに加え、インフラの復旧・整備の観点から、洪水
被害に遭った工業団地周辺での水門の設置や産業上重
要な道路のかさ上げを実施するため、80億円規模の
無償資金協力を実施することとしています。
　こうした日本の継続的な支援に対し、2012年3月
に東京で行われた日タイ首脳会談では、インラック・
タイ首相から野田総理大臣（当時）に深い感謝の念が
表明されました。

災害援助と防災対策－タイの洪水被害への対応第2節

排水前（左）と排水活動完了後（右）のアユタヤ県ロジャナ工業団地（写真：JICA）
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　日本は、第44回国連総会において、1990年から
99年までを「国際防災の10年」と定める決議を他の
155か国と共同で提案し、採択しました。この決議は、
自然災害による人的損失、物的損害、社会的・経済的混
乱を国際協調行動を通じて軽減することを目的にし
ています。この「防災の10年」の終了後の2000年に
は、これを受け継ぐ「国際防災戦略」が発足し、この戦
略に基づき、国際防災協力活動を促進するための組織
として国連国際防災戦略（UNISDR）〔注5〕事務局が設置
されました。日本は、防災の重要性をかねてから主張
してきた国として、UNISDRを設立当初から資金面等
において支援し、世界防災白書の発行等その活動に協
力してきました。また、UNISDRが開催事務局を務め
る国連防災世界会議の開催を2度にわたり引き受け、
国際防災戦略である横浜戦略（1994年）とその後継で
ある兵庫行動枠組（2005年）の策定に積極的に関与す
るなど、UNISDRと連携して国際社会における防災の
取組を中心になって進めてきています。
　また、2006年の国連総会では、各国政府や国際機
関、NGO等が参加し、国際防災戦略の実施に向けた
議論を行う場として「防災グローバル・プラット
フォーム」が設置されました。日本は、この会議に対
しても積極的に出席し、議論に参加してきています。
2011年5月の第3回会合では、日本は、東日本大震
災の経験や復興に向けた取組を紹介した上で、国と地
方の役割分担のあり方や復興に向けたハード面とソ
フト面での対策の組合せ（防災に役立つ、たとえば、ダ
ムのような施設の建設などのハード面と、防災のため
の訓練、教育、マニュアルづくりなどのソフト面）、災
害の教訓の次世代への継承の方法について考えてい
く必要があると指摘しました。日本としては、「防災
グローバル・プラットフォーム」を各国の防災の取組
の現状を確認したり、貴重な経験や成果等を共有する
場として活用し、国際社会における防災の議論をさら
に促進していく考えです。
　また、日本は、他の様々な国際機関とも協力しなが
ら防災の取組を強化しています。たとえば途上国の防

災の主流化への取組で指導的な役割果たしている国
連開発計画(UNDP)〔注6〕との連携です。UNDPとの連
携の結果、インドネシアでは政府、市民社会、民間企
業などが防災活動の調整を行うための体制が整備さ
れ、東南アジアで初めて災害による被害や損失、復興
ニーズを評価するための包括的なガイドラインが策
定されました。また、日本とUNDPは長年にわたり、
お互いの専門性を共有しながら世界各地の自然災害
からの復旧・復興にも積極的に取り組んでいます。た
とえば、日本は、インド洋津波被害者の生活再建支援、
ハイチ地震被害者に対する緊急支援、パキスタン洪水
被害地域の早期復旧・復興支援などにおいて、UNDP
と協力して支援を行っています。
　また、こうした国際機関との連携は、東日本大震災
後の日本の復興や、その経験を国際社会に共有する上
でも重要です。2012年2月から3月にかけて被災地（岩
手、宮城、福島）で開催された、国際連合地域開発セン
ター（UNCRD）〔注7〕および国連人間居住計画（UN-
HABITAT）〔注8〕による専門家等を交えたワークショッ
プはその一例です。UNCRDは、3県6か所の自治体
やコミュニティに赴き、海外・国内の専門家と視察を
行うとともにワークショップを開催しました。ワーク
ショップでは、地域の代表者と専門家との会合を持
ち、情報交換を行ったり、地元コミュニティの経済活
動、特に、地域に根付いた産業支援のための実践的ア
イデアの提案を行ったりしました。また、復興におけ
るNGO、NPOのかかわり方についても意見を共有し
ました。ワークショップには地元のコミュニティ代表
者延べ約400人が参加しました。ワークショップの
模様は、参加した専門家やUNCRDのホームページを
通じて世界に向けて発信されました。
　UN-HABITATは、3県11市町を訪問し、「コミュ
ニティを主体にした復興プロセス」と題したワーク
ショップを開催しました。このワークショップには、
自然災害後の復興事業を数多く手がけてきた海外お
よび国内の専門家が出席し、東北の側からは自治体の
職員が数多く参加しました。ワークショップでは、東

防災・災害後復興分野での国際機関との協力第3節

注5　国連国際防災戦略UNISDR：United�Nations�International�Strategy�for�Disaster�Reduction
注6　国連開発計画�UNDP：United�Nations�Development�Programme
注7　国際連合地域開発センター�UNCRD：United�Nations�Centre�for�Regional�Development
注8　国際連合人間居住計画�UN-HABITAT：United�Nations�Human�Settlements�Programme
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第２章　防災協力の実際
第 3 節 防災・災害後復興分野での国際機関との協力

北の各自治体が被災直後から取り組んできた活動に
ついて報告がなされ、今後の復興方針や地域振興を見
据えたビジョン、施策の実現に向けた課題について広
範な意見交換を行い、その内容は世界に向けて発信さ

れました。また、地元企業対象のワークショップでは、
UN-HABITATがこれまで世界各地で行ってきた、仮
設住宅建設などの復興事業の経験を報告しました。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「世界防災閣僚会議�in�東北」会議参加者による石巻港視察
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注9　太平洋津波警報センター��PTWC：Pacific�Tsunami�Warning�Center

　太平洋島
とうしょ
嶼国のほとんどは、火山島や環礁島など

から成る島国です。気候変動による海面上昇、サイク
ロン、高波、水不足等、地球規模の環境問題の影響を
特に受けやすい国々でもあります。また、太平洋地域
は地震や津波が多く発生する地域であり、近年に限っ
ても2007年のソロモン沖地震・津波、2009年の太
平洋津波などにより、大きな被害を受けています。こ
うした自然災害への対応は、地域全体にとって重要
な課題です。
　日本は、これまで太平洋島嶼国に対し、防災分野で
様々な協力を行ってきました。たとえば、現在ソロモ
ン諸島に対し、災害時の住民への緊急情報伝達手段と
して同国全土への放送が可能な短波ラジオ放送網を
整備するための協力を行っています。
　また、災害対策では、行政はもとよりコミュニティ
レベルでの対応が重要であることから、フィジー、ソ
ロモンにおいて、コミュニティの防災能力強化のため
の技術協力プロジェクトを実施しています。このプロ
ジェクトは、早期警報伝達体制の確立、国家災害管理
局の能力の向上、対象コミュニティにおける防災計画
や災害対応マニュアルの策定、啓発活動や避難訓練な
どを行い、災害時に住民が適切に避難できる態勢づく
りを目指しています。
　海面上昇による海岸浸食の影響が懸念されている
ツバルでは、海岸防護のための調査プロジェクトを実
施しています。これは、礫

れきようひん
養浜（海岸に小石を敷き詰

めることにより海岸を防護する手法）を試験的に実施
し、礫養浜の効果や環境への影響を調査すると同時
に、地元住民の沿岸災害への意識を高める活動を行う
ものです。同時に、サンゴや有

ゆうこうちゅう
孔虫によって形成され

るいわゆる「星の砂」による島の形成・維持についても
調査を行っており、これらの調査がツバルの海岸浸食
に対する具体的な対策の策定に貢献することが期待
されています。
　こうしたプロジェクトに加えて、気候変動対策、気
象観測・予警報能力強化、防災等の分野の研修やボラ
ンティアの派遣も実施し、太平洋島嶼国の人々の能力

向上に貢献しています。
　日本は、2011年に発生した東日本大震災を通じて、
防災の重要性を改めて強く認識しました。これを踏ま
え、日本は、2012年5月に沖縄で開催された第6回
太平洋・島サミットにおいて、「東日本大震災の経験を
踏まえた防災協力」を今後3年間の支援の柱の一つと
することを表明しました。特に、日本が震災を通じて
得た教訓や知識・経験を太平洋島嶼国と共有すること
を念頭に、米国や他の開発パートナーと協力しなが
ら、太平洋災害早期警報システムの整備に貢献してい
くことを表明しました。大洋州では、ハワイに所在す
る太平洋津波警報センター（PTWC）〔注9〕からの情報
を含め、災害情報を太平洋諸国に伝達するためのシス
テムが導入されていますが、国土が広大な海域に散ら
ばっている国が多く、情報通信体制も不十分なことか
ら、地方や離島の人々にまで災害情報が届かない場合
もあります。日本は、このような状況を改善するため
の協力を実施していく予定です。
　日本は、今後も同じ島国として、また、自然災害の
影響を強く受ける国として、防災分野での太平洋島嶼
国支援を継続していきます。

島嶼国への防災協力第4節

レメンゲサウ・パラオ大統領と会談する鈴木俊一外務副大臣。レメンゲサウ大統領は
太平洋・島サミットへの協力を約束した




